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一般報文 

下水道資源としてのアンモニアの有効利用の可能性検討

矢本貴俊・松橋 学・田隝 淳

 

1．はじめに1 

 近年、地球温暖化の顕在化や世界的な資源・エ

ネルギー需要の逼迫が懸念され、循環型社会への

転換、低炭素社会の構築が求められている。下水

道事業においても、従来の下水を排除・処理する

一過性のシステムから、集めた物質等を資源・エ

ネルギーとして活用・再生する循環型システムへ

と転換することが必要である。 

下水処理場では、消化汚泥の脱水工程から発生

する消化汚泥脱水ろ液（以下「脱水ろ液」とい

う。）に高濃度のアンモニアが含まれている1)。ア

ンモニアは、尿素としての肥料利用をはじめとし

て、アンモニア水として廃棄物焼却処理工程で発

生するNOx抑制のための脱硝剤利用や、近年研究

開発が進められているアンモニア燃料としてのエ

ネルギー利用等、利用用途は多岐にわたる2)。し

かし、その回収技術は導入コストが嵩むこと等か

ら、下水道事業では、下水道資源としてのアンモ

ニアの回収可能量や有効利用用途に関する知見が

ない中で、一般的に回収・有効利用されていない

状況にある。 

 このため、国総研では、下水道資源としてのア

ンモニアの有効利用の可能性を検討するため、①

下水汚泥の脱水ろ液からのアンモニア回収実験、

②下水道資源としてのアンモニアの回収可能量の

推定、③有効利用の用途検討を平成28・29年度

の2年間にわたり実施した。本稿では、その結果

を報告する。 

2．下水汚泥の脱水ろ液からのアンモニア回収

実験 

2.1 アンモニア回収技術と実験の概要 

 液体に含まれるアンモニアを分離回収する技術

としてアンモニアストリッピング法がある。本手

法は、アンモニア態窒素を含む水のpHを高めて

遊離のアンモニアとし、大気と十分接触させて液

──────────────────────── 
Study on the Possibility of the Effective Utilization of 
Ammonia as Sewage Resource 

相から気相に追い出す方法である。既往の研究で

は、高水温・高pHの条件下においてアンモニア

回収効率は高いと報告されている3)が、下水汚泥

に適用した場合の報告事例は少ない。そこで、本

研究では下水汚泥の脱水ろ液に本手法を適用した

場合のアンモニアストリッピング反応の経時変化

や回収効率、回収率について分析した。 

2.2 実験方法 

2.2.1 試料 

 実験用試料として、A処理場の脱水ろ液を採取

した。採取した脱水ろ液の分析結果を表-1に示す。 

2.2.2 実験装置 

 アンモニア回収実験装置の概要を図-1に示す。

水酸化カルシウム溶液（1mol/L）によりpH調整

した脱水ろ液（1L）を2Lのサージタンク（アン

モニアストリッピングタンク）に入れ、ウォー

ターバスにより加温する。アンモニアストリッピ

ング反応が進み、槽から排出されたアンモニアガ

スは気体サンプリングポートを経由し、捕集びん

（500ml）にて硫酸液と反応し中和される。 

2.2.3 分析項目 

 各項目の分析は下水試験方法に準拠し、アンモ

ニアストリッピングタンク槽における水温[℃]、

pH、EC[S/m]、SS[mg/L]、NH4-N[mg/L]、PO4-

P[mg/L]、SO42-[mg/L]、溶存態Fe[mg/L]及び溶

存態Ca[mg/L]を測定した。また、気体サンプリ
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図-1 実験装置概要  

温度
(℃)

pH
EC

(S/m)
SS

(mg/L)
NH4-N

(mg/L)

PO4-P

(mg/L)

D-Fe
(mg/L)

D-Ca
(mg/L)

SO4
2-

(mg/L)

脱水ろ液 33.2 7.15 0.677 1130 840 33 5.81 32.1 514

表-1 脱水ろ液の分析結果  
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ングポートにおけるアンモニアガス濃度[ppm]を

ガス検知管により測定した。各分析項目について、

測定時間を24時間としてアンモニアストリッピ

ング反応の経時変化を分析した。 

2.2.4 実験条件 

 実験条件を表-2に示す。水温はウォーターバス

により定常とし、初期pHは脱水ろ液に水酸化カ

ルシウム溶液（1mol/L）を加えることにより調

整した。水温（3通り）とpH（2通り）の組み合

わせにより、合計6通りの条件にてアンモニア回

収実験を行った。 

2.3 実験結果及び考察 

 本手法により脱水ろ液から分離回収したアンモ

ニアガス濃度を図-2に示す。回収アンモニアガス

濃度のピーク値については、｛水温70℃・pH12｝

条件における反応開始から1時間経過後において

約6,500ppmであり、他の実験条件と比較し最も

高い値を示していた。既往の研究報告のとおり、

高温・高pHの条件下において、アンモニアの回

収効率が高いことを確認した。 

アンモニアストリッピング反応は式 (1)で表さ

れる。反応の進行に伴い液相の水酸化物イオン濃

度が減少するため、液相のpHは低下する。 

NH4+ + OH- → NH3 + H2O 式(1)

アンモニアストリッピング槽におけるpHの経

時変化を図-3に示す。最も回収アンモニアガス濃

度が高い値を示していた｛水温70℃・pH12｝条

件においては、実験開始直後からpHが低下し、

実験開始から12時間後まででpHは8.7程度まで低

下し、その後大きな変化は見られなかったことか

ら、アンモニアストリッピング反応は概ね終了し

たものと考えられる。 

 アンモニアストリッピング槽におけるNH4-N

濃度の経時変化を図-4に示す。｛水温70℃・pH12｝

条件における反応開始から6時間経過後のNH4-N

濃 度 は 93.4mg/L で あ り 、 初 期 の NH4-N 濃 度

（768.4mg/L）に対し87.8%のアンモニアが脱水

ろ液より除去されたことがわかる。 

また、液体アンモニア回収率は反応開始前の脱

水ろ液のアンモニア重量及び反応終了後における

捕集びん内のアンモニア重量の比率で表される。

｛水温70℃・pH12｝条件における液体アンモニ

ア回収率は表-3に示す通り、94%であった。  
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表-3 アンモニア回収率  

測定対象
（反応前後）

液量
(ml）

液体アンモニア
濃度（mg/L）

回収率
(%)

脱水ろ液（前） 1000 785

捕集びん（後） 650 1137
94%

水温(℃) 30,50,70
初期pH 9,12
送風量 0.5 NL/min
反応時間 24 hour

表-2 実験条件  
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項目 要求品質
肥料 有害物質が含まれないこと※肥料取締法

アンモニア燃料 純度99%以上、不純物が含まれないこと
化学繊維 純度99.9%以上、不純物が含まれないこと
脱硝剤 特別な規格は無い
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下水処理場数（処理方式：消化→脱水） 331

Vsludge：消化汚泥年間発生量[m
3
/年] 18,147,869

wdigest：消化汚泥平均含水率[%] 96.4

wdewater：脱水汚泥平均含水率[%] 80.1

3．下水道資源としてのアンモニアの回収可能量

の推定 

3.1 アンモニア回収可能量の推定の概要 

 下水処理場の脱水ろ液に含まれるアンモニアに

ついて、前節のアンモニア回収実験の結果及び下

水道統計を用いて、下水道資源としてのアンモニ

アの回収可能量の推定を行った。 

3.2 推定方法 

 下水道統計（2015年度版）4)に記載の全国の処

理場諸元等を整理し、我が国における消化汚泥の

年間発生量[m3/年]、消化汚泥の平均含水率[%]、

脱水汚泥の平均含水率 [%]を表 -4の通りまとめた。

これらの値とアンモニア回収実験より得られた脱

水ろ液のアンモニア濃度 [mg/L]（C1）、アンモニ

ア回収率（Ranst）を用いた以下の式 (2)～式 (4)を

用いることにより、年間のアンモニア回収可能量

[t/年]（Vammonia）を算定した。 ܴୢୣ୵ୟ୲ୣ୰ = 1 − 1 − ௗ௜௚௘௦௧1ݓ − ௗ௘௪௔௧௘௥ 式(2) ܴ௥௘௖୭௩௘௥ݓ = ଵܥ − ଵܥ଴ܥ ×	ܴ௔௡௦௧ 式(3) 

௔ܸ௠௠௢௡௜௔ = ௦ܸ௟௨ௗ௚௘ × ܴௗ௘௪௔௧௘௥ × Cଵ × ܴ௥௘௖௢௩௘௥ 式(4) 

 なお、式中のRdewaterは消化汚泥発生量に対する

脱水ろ液の発生割合であり、Rrecoverは消化汚泥発

生量に対するアンモニアの回収率を示す。 

 式 (2)～式 (4)の各値については、表 -4中の各値

及びアンモニア回収実験より得られた値を用いて

推定した。C1については、処理場Aの脱水ろ液の

アンモニア濃度840mg/L（各地の8箇所の下水処

理場へ実施したアンケート調査結果と大きな差異

は無かった）を、Ranstについてはアンモニア回収

率94%を適用した。また、C0は既存のアンモニア

ストリッピング施設における排出液の設計値

（100mg/L）である5)。 

3.3 推定結果及び考察 

推定の結果、全国の処理場で発生する消化汚泥

の年間発生量に対するアンモニアの回収可能量は

約12,443t/年となった。 

 国内におけるアンモニア生産量・輸入量の統計

値を図 -5に示す6)。全国の処理場で発生する消化

汚泥の年間発生量に対するアンモニアの回収可能

量は、海外からのアンモニア輸入量（約20万t/年、

2015年）に対し約6.2%に値する。 

4．有効利用の用途検討 

4.1 アンモニア製造メーカへのヒアリング調査 

 下水道資源としてのアンモニアの有効利用の可

能性を検討するにあたり、まずはアンモニア有効

利用の用途別の要求品質に関して、アンモニア製

造メーカ1社へヒアリング調査を行った。 

表-5に示す通り、脱硝剤は肥料やアンモニア燃

料等と比較し品質に対する要求が少なく、回収し

たアンモニアを加工することなく直接的に使用可

能である。そのため、下水道資源としてのアンモ

ニアの有効利用の用途として、下水処理場の汚泥

焼却・溶融施設におけるNOX抑制のための脱硝

剤について検討した。 

4.2 下水処理場へのアンケート調査 

下水処理場においては、汚泥焼却・溶融のプロ

セスで有機物を燃焼する際に発生するNOX抑制

のため脱硝剤が使用される7)。下水処理場の汚泥 

焼却・溶融施設における脱硝剤の全国的な利用実

態を把握するため、汚泥焼却施設・汚泥溶融施設

を有している全国の下水処理場139箇所（焼却：

265基、溶融：21基）を対象にアンケート調査を

行った。 

 
表-4 下水道統計に基づく消化汚泥の年間発生量、消

化汚泥の平均含水率、脱水汚泥の平均含水率 

 

 

図-5 国内におけるアンモニア生産量・輸入量の年間推移

表-5 要求品質に関するヒアリング調査結果  
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利用している
7
3%
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95%

未回答
5
2%
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合計265基

利用している
12
57%

利用していない
9

43%

汚泥溶融施設

合計21基

脱硝剤の利用実態に関するアンケート調査結果を

図-6に示す。焼却炉については、利用率が低いも

のの、焼却・溶融いずれにおいても脱硝剤を利用

している処理場が存在するため、下水道資源とし

てのアンモニアを下水処理場において脱硝剤とし

て有効利用が可能である。また、施設数あたりの

脱硝剤の利用率は、高温処理する汚泥溶融施設の

方が高いという結果が得られた。 

また、脱硝剤の年間使用量は、脱硝剤を利用し

ている19基の合計で約192t/年であった。前節の

アンモニア回収可能量の推定結果と比較し、下水

処理場においては、下水道資源としてのアンモニ

アで賄うことが可能である。 

  

図 -6 脱硝剤の利用実態に関するアンケート調査結果
（右：汚泥焼却施設、左：汚泥溶融施設）  

5．まとめ 

 アンモニア回収実験により、高温・高pH条件

においてアンモニア回収効率が高くなることを確

認し、脱水ろ液中のアンモニアを94%回収できる

ことを示した。下水道資源としてのアンモニアの

回収可能量をアンモニア回収実験結果及び下水道

統計を用いた推定した結果、アンモニアの回収可

能量は約12,443t/年であることを推定した。 

また、有効利用の用途検討としてアンモニア製

造メーカへヒアリングした結果、脱硝剤であれば

品質に対する要求が少なく、回収したアンモニア

を加工することなく直接的に使用可能であること

がわかった。ヒアリング結果を踏まえ、全国の汚

泥焼却・溶融施設を有する処理場へのアンケート

調査を行った結果、下水処理場における脱硝剤の

年間使用量は約192t/年であるため、下水処理場

においては、下水道資源としてのアンモニアで賄

うことが可能であることが推測された。 

今後、アンモニア回収技術を下水処理場へ導入

するためには、コスト（建設費、維持管理費）や

アンモニア回収・有効利用の収益性等、経済的な

視点を含めたアンモニアの有効利用について調査

する必要がある。 
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